岩手県地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金検査要領
第１　趣旨

この要領は、岩手県地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に基づき補助事業者が通常型地域優良賃貸住宅（以下「通常地優賃」という。）及び災害復興型地域優良賃貸住宅（以下「災害地優賃」という。）を供給する事業（以下「補助事業」という。）について、岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号。以下「規則」という。）第13条第２項に基づき県が行う完了検査の取扱いについて定め、補助事業の適切な執行を図るものとする。
第２　検査内容
各広域振興局土木部又は土木部土木センター（岩手土木センター及び千厩土木センターを除く。）の長（以下「土木部長等」という。）は、補助事業者から建設等完了報告書（認定様式第７号）及び補助金請求書（交付様式第８号）を受理したときは、検査様式第１号により、完了検査日程等を通知するものとする。
２　完了検査は、補助事業の全てを対象とするものとする。

３　完了検査は、原則として事務職と技術職で行うものとする。

４　完了検査は、補助事業の成果が交付決定内容及びこれに附した条件の適否について、書類及び現地調査等により実施するものとする。

５　完了検査は、補助事業完了検査調書（検査様式第２号）を用いて行うものとする。

６　完了検査は、補助事業が完了した会計年度内に実施するものとする。

第３　検査結果

土木部長等は、完了検査の結果、補助金の交付の決定の内容及びこれに附した条件に適合すると認めるときは、検査様式第３号により補助事業者に通知するものとする。
２　土木部長等は、前項の通知をしたときは、前条の調査調書の写しに建設等完了報告書及び補助金請求書の写しを添付のうえ、検査様式第４号により知事へ報告するものとする。
３　土木部長等は、検査の結果、第１項の内容及び条件に適合しないと認めるときは、規則第14条の規定に基づき、これに適合するよう措置することを当該補助事業者に対して補助金事業是正指示書（検査様式第５号）により指示することがある。

４　前項の指示を受けた補助事業者は、必要な是正措置を講じたうえ検査様式第６号により報告しなければならない。

５　知事は、補助事業者が規則第15条の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の決定の全部又は一部を補助金交付決定取消通知書（交付様式第13号）により取り消すことがある。

６　補助事業者は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消された場合において、取消しに係る部分に関し、すでに補助金が交付されているときは、知事の命ずるところにより補助金を返還しなければならない。

第４　書類の提出部数

補助事業者が土木部長等に提出する書類の部数は、正本１部、正本の写し１部とする。
附則
　　この要領は、平成24年６月20日から施行する。
